
1 日本のODAの軌跡と意義 4

2 これからの日本のODA 12

ODA70周年
～これまでの実績と培った信頼、これからのODA～

上：�ボリビア・コチャバンバ県ティキパヤ市の環境教育の一環として、現地住民に�
家庭用コンポストの指導を行うJICA海外協力隊員（写真：JICA）

中：�ラオスにおける技術協力「法の支配発展促進プロジェクト（フェーズ2）」に�
おいて、日本人の法律専門家とラオス最高人民検察庁の職員が法律について議論
する様子（写真：JICA）

下：�ギニアにおける無償資金協力「国道三号線スンバ橋架け替え計画」において、�
インターンとして参加する現地の学生に対し、鉄筋の組立てを指導する日本人技
術者（写真：大日本土木株式会社）
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日本の ODA の軌跡
～戦後 70 年間、力を尽くして積み上げてきたもの～

〈日本の動き〉

〈世界の動き〉

 …日本の国際協力の歴史

 …国際社会への参加・貢献
 …日本が援助を受けてきた歴史

1954
コロンボ・プランに加盟し、
技術協力開始

1958
円借款開始

（最初の供与先はインド）

1946~
米国ガリオア・エロア資金からの支援

1953~1966
世界銀行からの借入れ

1967
借入国から卒業

1990
世界銀行からの借入金を完済

1960
国際開発協会（IDA）（世界銀行最貧
国向け基金）にドナー国として加盟

1964
経済協力開発機構（OECD）加盟

1979
G7東京サミット開催（日本初めての
議長国）

1989
米国を抜きトップドナーとなる

1956
国際連合加盟

1965
青年海外協力隊

（現：JICA海外協力隊）発足

1968
無償資金協力（食糧援助） 
開始

1974
JICA（国際協力事業団、現：
国際協力機構）設立

1964
東京1964年夏季オリンピック
競技大会

1951
サンフランシスコ
平和条約署名

1961
経済協力開発機構

（OECD）設立

1973
第一次石油危機

1979
第二次石油危機

1975
第1回G7サミット開催

1978
ODA第1次中期目標（ODAを3年間で倍増）発表

（アジア中心からグローバルな展開へ）

1987
国際緊急援助隊の派遣に関する法律が成立

1989
小規模無償資金協力

（現：草の根・人間の安全保障無償資金協力）開始

世界銀行の支援を受けて建設された東海道新幹線
（写真：世界銀行）

エチオピアにおいて水供給
設備の設置を支援。安全な水
へのアクセスが向上。
（写真：特定非営利活動法人
ホープ・インターナショナル
開発機構（ホープ・ジャパン））

1945
第二次世界大戦終結

1950
朝鮮戦争勃発
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支援対象とした国と地域の数

190か国・地域

JICA海外協力隊員派遣総数

99か国
5万6,000人

専門家派遣総数

183か国・地域

21万5,000人

研修員受入れ総数

187か国・地域から

69万9,000人

2023年までの支出総額＊2

6,384億ドル
（約78兆円）

1992
政府開発援助（ODA）大綱策定

1993
第1回アフリカ開発会議 

（TICAD I）開催

1997
第1回太平洋・島サミット

（PALM1）開催

2008
JICAとJBIC海外経済協力部門が
統合

2015
開発協力大綱策定
＊政府開発援助大綱から名称変更

2017
自由で開かれたインド太平洋戦略
発表

2011
東日本大震災

1989
昭和から
平成へ

1992
国際平和協力法

（PKO法）制定

1995
阪神・淡路大震災

2021
2020年東京オリン
ピ ック・パ ラリン
ピック競技大会

2019
平成から令和へ

1990
湾岸戦争勃発

1989
冷戦終結 2000

ミレニアム開発目標
（MDGs）誕生

2015
持続可能な開発目標

（SDGs）誕生

2020
新型コロナウイルス感染症
の世界的拡大

2024
国連未来サミット
開催

2008
リーマンショック
第1回G20サミット 

（金融・世界経済に関
する首脳会合）開催 2016

気候変動に関する
パリ協定発効

2022
ロシアによる
ウクライナ侵略

1997
アジア通貨危機

2023
開発協力大綱改定

2024
国際協力70周年
第10回太平洋・島サミット

（PALM10）開催

2025
JICA海外協力隊60周年
第9回アフリカ開発会議

（TICAD 9）開催（予定）

2000
G8九州・沖縄サミット開催

2008
G8北海道洞爺湖サミット開催

2016
G7伊勢志摩サミット開催

2019
G20大阪サミット開催

2023
G7広島サミット開催

（日本7回目の議長国）

＊1　�支出総額は1960年から2023年の累積（出典：OECDデータベース（OECD Data Explorer））（2024年12月）、
JICA海外協力隊員派遣総数、研修員受入れ総数、専門家派遣総数は1954年から2024年3月末までの実績。

＊2　政府貸付等の返済分を差し引いていない額。

数字で見る日本の開発協力の実績＊1

タイ初となる地下鉄や大量輸送網の整備を支援。バンコク中心
部の交通渋滞の緩和と大気汚染など環境問題の改善に貢献。
（写真：JICA）

再生可能エネルギーの普及を海外投融資で支援。ベトナムの中
でも大規模な風力発電所で、地域経済にも貢献。（写真：株式会社
レノバ）

3日本の国際協力



（1）歩み

日本は、1954年にコロンボ・プラン 注1 に加盟
し、アジア地域の国々に対して、研修員の受入れや専
門家の派遣といった技術協力を開始しました。1958
年に初の円借款をインドに供与し、1965年に青年海
外協力隊（現JICA海外協力隊）が発足、1968年に
は無償資金協力（食糧援助）を開始しました。一方
で、当時の日本は、同時に先進国や国際機関からの援
助の受取国として、鉄鋼、自動車、造船、電力開発、
道路等の分野で資金を借り入れており、こうした国際
社会の支援が戦後の日本の高度成長の基盤を築きまし
た。
1960年代後半から1970年代にかけて日本の経済
力と国際的地位の向上に伴い、日本のODAに対する

	 注1	 1950年に立ち上げられたアジア太平洋地域の国々の経済社会の発展を支援する協力機構。
	 注2	 18ページの図表II-2を参照。

世界の期待も高まっていきました。1974年には
ODAの実施機関である国際協力事業団（現独立行政
法人国際協力機構（JICA））が設立され、ODAの実
施が本格的に動き出します。70年代後半からは、支
援地域もアジア中心から、中東、アフリカ、中南米、
大洋州へと広がり 注2 、1980年代を迎えると、国
際機関や国内外のNGOを含む様々なパートナーとの
連携強化や、支援分野の多様化がなされ、1989年に
はODAの総額で米国を抜き、世界第1位のドナー国
になりました。
冷戦の終焉

えん

とグローバル化の進展に伴い、21世紀
の新たな開発課題への対応も意識し、1992年には
ODAの政策と実施の指針となる政府開発援助（ODA）
大綱を初めて策定しました。ODA大綱は、その後の
改定を経て2015年に開発協力大綱に発展しました。
2015年以降、持続可能な開発目標（SDGs）が採
択され、気候変動に関するパリ協定が発効するなど、

1 日本の ODA の軌跡と意義

2024年、日本が1954年にコロンボ・プランに加盟し、アジア諸国に対して技術協力を開始してから、 
70周年を迎えました。この70年間、戦後間もない時期から高度成長期を経て現在に至るまで、日本の政府開発
援助（ODA）は、日本が国際社会の責任あるメンバーとして地域や世界の様々な課題への取組に貢献し、それ
を通じて、日本自身の平和と繁栄を築いていく上でも大きな役割を果たしてきました。

ODAは、二国間関係の強化や日本の信頼向上、国際場裡
り

での支持といった日本にとって望ましい国際環境の
能動的な創出にも資するほか、エネルギー資源および食料の安定供給確保、日本企業の海外展開といった日本経
済の安定・成長にも貢献してきました。

70年間で、累計190か国・地域に対して行ってきたODAを通じて日本が培った信頼は、例えば、開発途上
国における紙幣や切手のデザインに日本の協力が採用されていることや、東日本大震災や近年の災害にあたって、
開発途上国を含む世界の国々より、多くのお見舞いや支援が届けられたことにも表れています。また、日本は、
国連加盟国中最多の12回にわたり国連安全保障理事会非常任理事国に選出されていることを始め、国際選挙に
おいて、開発途上国を含む世界の国々から多大な支持を得ています。これらは、ODAを含む外交努力を通じて
日本が培った信頼のおかげであり、国際社会の日本への期待の高さと言えます。
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国際的な協力を通じて地球規模課題に取り組む動きが
進展しました。その一方で、国際社会は分断と対立の
様相を一層深めています。こうした中で、価値観の相
違を乗り越えて国際社会が協力することの重要性が増
していると同時に、開発協力が果たすべき役割はます
ます重要になっています。さらに、多様なアクターと
の連携や新たな資金動員に向けた取組も求められる
中、開発協力を一層効果的・戦略的に活用する方向性
を示すべく、2023年には8年ぶりに同大綱を改定し
ました。
1977年から実施されている「今後の開発協力のあ
り方」についての世論調査 注3 を見ると、ODAに

	 注3	 内閣府による「外交に関する世論調査」　https://survey.gov-online.go.jp/r05/r05-gaiko/

対する理解は、「積極的に進めるべきだ」および「現
在程度でよい」（2023年については79.4％）とする
前向きな回答が一貫して6割以上を、2014年以降は
ほぼ8割を占めています。一方、「なるべく少なくす
べきだ」「やめるべきだ」（同16.2％）とする回答も一
定数存在します。国際社会の平和と安定、繁栄に貢献
し、多くの国との間で信頼関係を構築していくこと
が、日本自身の国益の増進にもつながることを踏ま
え、日本はこれからも、ODAに対する国民の理解と
支持を得る努力を続けながら、戦略的・効果的な開発
協力を行っていきます。

【事例1】国際社会からの支援を受けた戦後復興の経験
日本は、戦後の荒廃から立ち直り、国を再建・発展させるために、国際社会から多くの支援を受けた。世
界銀行からは、50年代には鉄鋼、自動車、造船、ダム建設を含めた電力開発、60年代には、東海道新幹線や
東名・名神高速道路など道路・輸送セクター開発のために31件、総額にして約8億6,300万ドルを借り入れ、
その後の高度成長の基盤を整備した。日本が最後の借入れを完済したのは1990年であったが、今では世界銀
行にとって第2の出資国となっている。

（左）トヨタ自動車株式会社は、日本初の自動車一貫生産工場であった挙
ころ も
母工場（現トヨタ本社工場）の

トラック・バス用工作機械購入のため、235万ドルの貸出しを受けた。（写真：世界銀行）
（右）関西電力株式会社は戦後の経済復興における深刻な電力不足に対応するため、2,150万ドルの貸出
しを受けて黒部川第四発電所を建設し、関西の主要都市への安定した電力供給を通じて、当時の鉄鋼や造
船、繊維など主要産業を支えた。（写真：世界銀行）

（2）日本のODAの特徴

 ■質の高い経済成長

日本は、戦後の復興の経験を背景に、一貫して包摂

的・持続的・強靭
じん

性のある経済成長を通じて貧困削減
等を達成することを重視し、インフラ整備を始め、産
業人材育成、法制度整備などを通じた開発途上国の産
業基盤、投資環境整備を行ってきました。他の主要ド
ナーが、教育、保健、上下水道などの社会インフラ分
野への支援を重点的に行っているのに対して、輸送、
通信、電力などの経済インフラ分野への配分が多いこ
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とは、日本の支援の特徴です 注4 。こうした大規模
なプロジェクト支援は、時に貧困削減や財政支援・プ
ログラム支援を重視する欧州諸国との考え方の違いも
ありましたが、結果的にアジアを始めとする開発途上
国の高成長を促し、それらの国々の貧困削減にもつな
がったことは、国際社会から高い評価を得ています。
日本は、開発途上国における質の高い経済成長の実
現のためには、開放性、透明性、ライフサイクルコス
トから見た経済性、債務持続可能性等を考慮した「質

	 注4	 OECDデータベースによる主要DAC諸国（米国、英国、フランス、ドイツ、イタリア、カナダ）との比較による分析。2023年の実績については23ペー
ジの図表II-7を参照。

	 注5	 43ページの第III部1（3）を参照。
	 注6	 38ページの注15を参照。
	 注7	 2023年の実績については24ページの図表II-9を参照。

の高いインフラ」注5 を整備する必要があることを提
唱し、G20など国際場裡において国際社会をリードし
ています。近年、開発途上国は著しい経済成長を遂げ、
抱える課題も複雑化しています。グリーン・トランス
フォーメーション（GX）、デジタル・トランスフォー
メーション（DX） 注6 、サプライチェーンの強靭化・
多様化等を通じた食料やエネルギー安全保障など、日
本とも共通する課題についての解決も追求すべく、多
様な主体とも連携して幅広い取組を行っています。

【事例2】タイ東部臨海開発
日本は臨海工業地帯の開発による輸出産業育成の経験をいかし、タイ東部臨海地域に技術協力や円借款な
どを組み合わせた支援を提供してきた。工業地帯として整備された同地域は首都バンコクに次ぐ第2の経済圏
に発展し、日本企業を含む自動車産業、電気・電子産業など多様な業種が拠点を構え、タイ経済を牽

けん
引して

いる。日本は現在、タイ政府が目指す次世代自動車やスマート・エレクトロニクスなどの新しい産業での成
長を後押しすべく、高度産業人材の育成を支援している。

（左）円借款の支援を受けたレムチャバン港。遠浅で大型船が入れないバンコク港の代替として、1991年に開港。今ではタイ最大のコンテナ
取扱い港となっている。（写真：OKUNO Yasuhiko/JICA）
（右）レムチャバン港で貨物の積卸しをする船舶（写真：OKUNO Yasuhiko/JICA）

 ■自助努力の後押し

かつて被援助国だった日本は、戦後復興に必要な多
岐にわたる分野で世界銀行等から多額の資金を借り入
れ、戦後の高度成長の基盤を築きました。このよう
に、自力で返済することで被援助国から経済発展した
自国の経験を背景に、開発途上国が自身の事業として
取り組む意識を高めることが、効果的な開発協力のた
めに重要との考えに基づき、日本のODAは、返済義
務のある有償資金協力が占める割合が一貫して多く

なっています 注7 。
このような背景から、日本は、相手国の意思や自主
性を重視し、オーナーシップ（主体的な取組）を尊重
して対話・協働に努めてきています。インフラ整備な
どハード面での支援を行うだけではなく、現地の人々
が自らの生活を自立的に発展させていけるよう、人づ
くり、法制度整備などのソフト面の支援を組み合わせ
た協力を通じて、開発途上国の自助努力・自立的発展
の基礎を支援してきました。
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【事例3】フィリピン沿岸警備隊（PCG）支援
フィリピンの海上安全確保と海上法執行等を担うPCGに対して、日本は、2002年から、法執行や安全な
航行、海難救助のための研修から教育システムの構築まで、能力向上と人材育成のための協力を継続的に実
施。当時4,000人程度だったPCGの人員は今では3万人を超える。PCGには、円借款で大型巡視船2隻の建
造も支援しており、太平洋沿岸地域の国にとって重要なシーレーンに面するフィリピンに対する協力は、日
本を含むインド太平洋沿岸地域の国にとって重要なシーレーンの安全の確保、ひいてはインド太平洋地域の
平和と安定にもつながる。

（左）日本の支援により供与された巡視船。4,000海里以上の航続距離能力を有するほか、排他的経済水域（EEZ）を監視する能力を持つ通信
設備やヘリコプター用設備、遠隔操作型の無人潜水機、高速作業艇等、海洋状況の把握と海事法執行活動に必要な装置や機器を装備している。
特に、荒天時の救難活動や沖合・沿岸域での巡回業務において重要な役割を担っている。（写真：JICA）
（右）PCGに対して技術指導を実施。

 ■人間の安全保障

人間の安全保障の実践を先導した緒方貞子氏が、2008年にシリアの
アレッポにあるパレスチナ難民キャンプの学校を訪問する様子（写
真：JICA）

SDGsにおける「誰一人取り残さない」というキー
ワードは有名ですが、開発途上国における開発を進め
る上で、特に配慮すべき存在は社会的弱者です。人間
の安全保障とは、貧困・飢餓にあえぐ人々、自然災

害、戦争・紛争の被災者、女性、こども、障害者、難
民・避難民といった社会的に脆

ぜい

弱な立場にある人間一
人ひとりに着目し、人々が恐怖や欠乏から免れ、尊厳
を持って生きることができるよう、個人の保護と能力
強化といった「人への投資」を通じて国・社会づくり
を進めるという考え方です。日本は国連開発計画
（UNDP）を始めとする国際機関とも連携し、人間の
安全保障の考え方の理解促進を図るとともに、感染症
や気候変動など深刻化する脅威への対応や、食料、難
民、災害対応といった緊急人道支援、医療・教育等基
礎的なサービス提供など、様々な分野でこうした社会
的に脆弱な人々に支援を届けてきました。
人間の安全保障の考え方は、日本のあらゆる開発協
力に通底する指導理念としても位置付けられていま
す。日本は個人の保護と能力強化といった「人への投
資」に加え、様々な主体との連帯を新しい時代の人間
の安全保障の柱とし、人間の主体性を中心に置いた開
発協力を行っていきます。

7日本の国際協力

1   日本のODAの軌跡と意義 ｜ （2）日本のODAの特徴

1  

日
日
日
日
日
日
日
日
日
日
日
日

第
Ⅰ
部



【事例4】トルコ南東部を震源とする地震被害を受けた人道支援と相互の協力
2023年2月、トルコ南東部を震源とする大地震の発生を受けて、日本は発災直後から緊急援助活動を展開。
テントや毛布などの緊急援助物資を迅速に供与するとともに、国際緊急援助隊を派遣し、日本の災害対応の
知見をいかし、行方不明者の捜索・救助活動および医療活動、災害救援物資の輸送活動、復旧・復興に向け
た円借款の供与等の支援を実施。また、国際機関やNGOとも連携し、緊急無償資金協力を実施した。1890
年、和歌山県紀州沖で台風による海難事故に遭遇したトルコからの使節団を救助しトルコへの送還を支援し
た「エルトゥールル号事件」に交流の端緒を有し、地震多発国としての共通点を持つ両国は、2011年の東日
本大震災に際しトルコからの緊急援助隊が宮城県で救助活動を行うなど、長年にわたる相互の協力関係がある。

（左）トルコ南東部を震源とする被災地で活動する日本の救助チームと救助犬（写真：JICA）
（右）東日本大震災時、宮城県で救援活動を行うトルコの救援隊

（3）ODAの意義

日本は、エネルギー資源や食料の多くを国外から輸
入し、自動車を始めとする様々な製品を国外に輸出す
ることで、経済を支えています。日本への物流の要所
である地域や海峡の安全が確保されなければ、石油や
ガス、食料などの供給が滞り、日本人の日常生活は大
きな影響を受けることになります。他国で発生した紛
争や災害を受けて、日本国内の物価が高騰することが
少なからずあるように、開発途上国を含む世界と日本
は支え合う関係にあり、互いの国の平和と経済成長が
あってこそ成り立っていると言えます。
諸外国との関係を構築しながら、地域の安定や発
展、地球規模課題の解決に向けた取組を行い、そう
いった取組を通じて日本と相手国との重層的なウィン
ウィンの関係を作っていくことは、日本と日本国民の
平和と安全を確保し、経済成長を通じてさらなる繁栄
を生み出すために不可欠な貢献です。

 ■70年間のODAを通じて築かれた信頼と支え
合う関係

日本は、重要な外交ツールの一つであるODAを通

じて、開発途上国の抱える課題の解決に貢献し、良好
な二国間関係を築いてきました。
日本が70年間続けてきたODAは、着実に開発途
上国を含む世界からの信頼につながっています。シン
ガポールの著名なシンクタンク、ISEASユーセフ・イ
スハク研究所が2019年から毎年東南アジアにおいて
実施している調査においても、日本は調査開始以来6
年連続で、主要国の中で最も信頼できるASEANの
パートナーに選ばれています。また、日本のパスポー
トで190以上の国にビザなしで渡航できますが、こ
れも、日本がODAなどを通じて諸外国との友好・信
頼関係を築いてきた表れです。
日本のODAによる協力は、友好な二国間関係の構築の
みならず、日本の経済・社会活動にも寄与してきました。
まず、ODAは、相手国の経済成長を後押しすると同
時に、日本企業の海外展開にも寄与してきました。例
えば、インドネシアの物流の拠点となるパティンバン
港は、同じ島国で埋立地盤改良や岸壁護岸建設などの
高い技術を有する日本が、コンテナターミナルや自動
車ターミナルの建設や、既存の高速道路をつなぐアク
セス道路などの建設を支援しています。首都圏の物流
の効率化を図ることで、インドネシアの投資環境改善
を支援し、経済成長に寄与しており、2021年には、日
本企業が設立した事業会社による自動車ターミナルの
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運営、現地に進出する日系企業の自動車の本格的な輸
出が開始しました。同港は、自動車関連企業を始めと
した日系企業が多く集積する工業団地からのアクセス
が良く、インドネシアからの輸出活発化に寄与し、日
本企業にも裨

ひ

益することが見込まれています（タイ東
部臨海開発の事例は6ページの【事例2】を参照）。

インドネシア・パティンバン港の自動車コンテナターミナル（写真：
株式会社オリエンタルコンサルタンツグローバル）

また、ODAは、海の安全確保や維持、航行の自由に
も寄与しています。国際航路における船舶の安全な航
行は世界貿易にとって重要な意義がありますが、輸出
入の約99％を海上輸送に依存する日本にとっても、安
定的な日本への物資供給や自動車などの製品の輸出に
つながります。一例として、原油などエネルギー資源
を始めとする物資の日本への輸入ルートの要所であり、
多くの日本関連船舶が航行するマラッカ海峡、シンガ
ポール海峡、ソマリア沖・アデン湾等で、日本はODA
を通じて沿岸諸国の海上保安機関の能力強化や巡視艇
の供与などを行うことで、船舶の安全な航行、ひいて
は安定な日本への物資供給に寄与しています（フィリ
ピン沿岸警備隊支援の事例は7ページの【事例３】、海
洋の安全については54ページの第Ⅲ部2（2）も参照）。
さらに、ODAは、相手国政府の産業育成を支援す
ると同時に、日本の食料安全保障にも寄与していま
す。一例として、日本の食卓では、日本のODAが開
発途上国の産業開発を支援し、日本への輸出につな
がった食材を見ることができます。日本はさけの生息
域でさえなかったチリに対して、1969年から養殖技
術を伝えるなど約20年間にわたり協力し、チリは世
界でも一、二を争うさけの輸出大国に発展しました。
今では日本人が消費するさけの約3割がチリから輸入
されています。独立間もないモーリタニアへたこつぼ
漁を伝えたのも、日本のODAです。当時、同国では
魚介類を食べる習慣がなく、漁業という産業は存在し
ませんでしたが、今やたこ漁は主要産業に成長し、水
産物輸出の約86％をたこが占めています。日本は、

たこ漁以外にも長年にわたり
同国の水産分野に継続的に協
力していますが、日本が輸入
するたこの約4割はモーリタ
ニア産で、また、日本のまぐ
ろ延縄漁船は同国海域で操業
しています。このように長年
にわたって築かれた相互互恵
の関係は、日本の食料の安定
的な供給先確保に寄与しています。

 ■日本国内の課題解決にもいかされる開発協力の知見

海外での開発協力の知見は、日本国内でもいかされ
ています。例えば、中越地震（2004年）、東日本大
震災（2011年）、熊本地震（2016年）、能登半島地
震（2024年）などにおいて、JICA海外協力隊や平
和構築支援など、海外での事業経験が日本国内の被災
地支援にいかされています。直近の能登半島地震で
は、JICA海外協力隊の帰国隊員を中心とした組織で
ある公益社団法人青年海外協力協会（JOCA）および
地域の社会福祉法人が、自治体と共に平時から立ち上
げていた地域交流施設を拠点として、地震発生間もな
い時期から救援活動を開始し、地域の復旧・復興に取
り組みました。また、JICAもJOCAおよび社会福祉
法人と協力して避難所運営支援を行うとともに、並行
して被災自治体へのJICA職員等の派遣、外国人技能
実習生の被災状況確認など、緊急時から復旧・復興に
至るまでの中長期的な支援を行っています（インドネ
シアにおける火山防災事業への協力が日本の防災にい
かされている事例は76ページの「匠の技術、世界へ」
を参照）。

公益社団法人青年海外協力協会と社会福祉法人佛
ぶっ し
子園

えん
、JICAによる

避難所支援に向けた会議の様子（写真：JICA）

天然さけのいなかったチリ
でさけの養殖に取り組む
JICA専門家（写真：JICA）
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モンゴル日本関係促進協会会長、 
元駐日モンゴル国特命全権大使、元鉱業大臣

レンツェンドー・
ジグジッド

豊田通商株式会社
代表取締役社長

貸谷 伊知郎

ODA70周年おめでとうございます。日本のODAはモンゴル
において、民主主義の強化と自由市場経済の基礎構築に重要な
役割を果たしました。モンゴルのインフラ、農牧業、工業、文
化、教育、人道、社会福祉、保健、環境など、全ての分野にお
いて支援は成功裡

り
に実施され、モンゴルが社会・経済体制の移

行期に直面した様々な困難を乗り越え、将来の発展の基礎を構
築することに大きく寄与しました。今日のモンゴルと日本の関
係は「平和と繁栄のための特別な戦略的パートナーシップ」の
下で、安定的に発展しています。モンゴルと日本の友好関係が、
今後ますます発展するようお祈り申し上げます。

当社はこれまで、日本のODAを活用し、環境に優しく健康な
暮らしを支える産業・社会基盤の構築に貢献してきました。例
えばアフリカでは、地熱発電所の建設やワクチン保冷車の提供
を行っています。日本らしいODAとは、現地のニーズに応じ
た技術支援や人材育成を通じて信頼関係を築くものであり、国
際社会における日本の地位向上に資するものです。これからも
日本のODAは、多様なパートナーとの共創により、未来の世
代に向けた持続可能な社会の実現に寄与し続けると確信してお
り、当社もその一翼を担うべく、今後も尽力して参ります。

日本のNGOは、ODA資金による事業実施を通じ1990年代か
ら急成長し、現在は法人格を持つ団体だけでも約700団体が世
界各地で活躍しています。こうした流れを受け、2023年改定
の開発協力大綱ではNGOを「開発協力の戦略的パートナー」
とすることが明記されました。NGOは、人道・開発支援に係
る高い専門性、現地事情の精通、効率的な資金活用、新しいア
プローチや革新的な手法の活用等の強みを有しています。この
強みをいかし、政府との協力をより深化させるべく、NGOの
参画を促す新たなスキームや他のOECD諸国に比肩する資金の
量的拡大を期待しています。

日本の国際協力70周年に当たり、UNDPは、日本と長年継続
しているパートナーシップにより、急激に変化する世界でグ
ローバルな開発課題に共に取り組んでいることを誇りに思いま
す。人間の安全保障や人間の尊厳といった原則の下、人道・開
発・平和の連携（HDPネクサス）の実現等、変革をもたらすよ
うな解決策を共創する努力を続けます。多国間主義および
UNDPに対する日本政府と国民の皆様の揺るぎないご支援に深
謝いたします。次世代により良い機会を残せるよう、SDGsの
前進に尽力して参ります。

連携推進委員会NGO側委員代表、
特定非営利活動法人IVY事務局長

国連開発計画（UNDP）総裁

安達 三千代

アヒム・シュタイナー

日本のODA政策や

協力に対する

パートナーからの声
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イブラヒム・
アッサン・マヤキ

ブエナ・フェ合同会社代表社員、
開発コンサルタント

日本のODAは70年にわたり、教育、環境保護、女性活躍など、
世界の課題解決に貢献し、多くの人々の生活を支えてきました。
これらの功績は将来世代への投資として大きな意義を持つもので
あり、若者世代として、日本がグローバルな連帯を深め、変革を
リードする姿勢を誇りに感じています。今後の経済成長と持続的
な発展には、資金援助に加え、革新的なアイデアを商業化する支
援が不可欠です。日本のODAが多様なパートナーシップを通じ、
世界のイノベーションを支援し、国内外の課題解決にさらに貢献
することを心より期待しております。

1980年からアジア、南米、アフリカ、太平洋の23か国で、保
健インフラ整備に関わるODA事業に携わり、人生の大半を費や
してきました。当初、開発途上国で知られていなかった「JICA」
は、現在では多くの国で広く認知されています。日本のODAに
よる「質の高い」保健医療施設は、開発途上国における多くの
住民に、安全で質の高い保健サービスへのアクセスを可能にし、
日本が支援した高危険度病原体を扱う現地の研究所は、世界の
専門家からも注目されています。将来の公衆衛生危機へ備え、
国際協力の重要性はますます高まっています。

ブータン政府および国民を代表して、日本がODA70周年とい
う素晴らしい節目を迎えられたことを心よりお祝い申し上げま
す。1960年代、ダショー西岡京

けい
治
じ
＊氏の先見的な貢献によっ

て始まった数々のかけがえのないつながりは、両国の変わらぬ
友情の絆

きずな
を示す証です。日本のODAは、農業や農村開発、経

済復興と経済インフラの整備、人材育成や教育・医療サービス
の向上、さらにはグッド・ガバナンス（良き統治）に至るまで、
ブータンの発展のほぼ全ての分野に貢献してきました。日本の
援助により、私たちの国は変革し、「国民総幸福（GNH）」の
理念と調和した、平和と繁栄と幸福の時代が訪れました。何よ
りも、この支援を通じて、私たち両国民の間には強い友情の絆
が育まれてきたのです。
＊	 1964年に農業指導の専門家としてブータンに派遣され、その後28年間にわたり

ブータンの農業の近代化に貢献し、ブータン国王から外国人としては唯一となる 
ダショーの称号を授与された。

日本のアフリカ協力は、TICADを通じて、持続可能な成長、強
靭
じん
性、相互尊重を基盤に長期的なパートナーシップを築いてき

ました。日本はODAを通じて、アフリカのインフラ、医療、
教育、ガバナンス強化を支援し、アフリカ諸国の自立を後押し
してきました。今後は技術移転、気候変動対策、人材育成に注
力し、グリーンエネルギー、デジタル革新、食料安全保障など
の分野で成果を上げることが期待されます。急成長するアフリ
カに対し、日本は貿易関係の深化と民間セクターの関与を進め、
持続可能な発展を実現するための重要なパートナーとなるで
しょう。まさに相互信頼とオーナーシップの物語なのです。

国際社会の持続可能性に関する有識者懇談会委員、G7／G20 Youth Japan、
次世代のSDGs推進プラットフォーム ステアリングコミッティ構成員

ブータン王国首相

アフリカ連合（AU）食料システム特使、元ニジェール共和国首相、
元AU開発庁およびアフリカ開発のための新パートナーシップ計画調整庁

（AUDA-NEPAD）長官

近藤 英里奈
鈴木 誠

ツェリン・トブゲー

日本のODAの歴史は、多岐にわたるパート
ナーと連帯の輪を広げつつ、地域や世界の課
題への取組に貢献してきた70年です。
70周年に際して様々なパートナーからいただ
いたメッセージを紹介します。
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